
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
神奈川県 藤沢市
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [104,908円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [103.8]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.03人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [8.4%]

類似団体内順位

20/29
全国市町村平均

11.8

神奈川県市町村平均

13.7

(%)

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

15.1

1.0

7.18.3

13.313.0

H20H19H18H17H16

8.4

9.6

14.114.7

将来負担の状況

将来負担比率 [45.7%]

類似団体内順位

11/29
全国市町村平均

100.9
神奈川県市町村平均

154.5

(%)

250.0

200.0

150.0

100.0

50.0

0.0

176.1

1.9

45.2

60.0

H20H19H18H17H16

45.7

46.4

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

藤沢市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】　平成19年度までは税制改正等による住民税の増により、基準財政収入額が基準
財政需要額の伸びを上回ったことから、財政力指数は各年度増減はあるものの横ばいとなってい
る。平成20年度は平成16年度借入の臨時財政対策債の償還開始等による公債費の増などに伴
い、基準財政需要額は前年度比2.2%増となり、前年度比0.7%増の基準財政収入額を上回ったため、
単年度での財政力指数は前年度をわずかに下回ったが、３か年度平均値では前年度と異同はな
かった。今後も第3次行政改革の着実な推進等による取組みを通じて、健全財政の維持に努める。

【経常収支比率】　歳出比較分析表を参照。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】　人件費は、平成19年度までは第3次行政改革における
人員削減の取り組みにより職員給が抑制されてきたが、平成20年度はさらに職員の新陳代謝もあ
り前年度比3.3%減となった。物件費は経費節減に努めたことにより、減少傾向となっているものの、
維持補修費は施設の老朽化への対応から横ばい状況となっている。今後も人件費の抑制と物件費
等の更なる節減に努める。

【将来負担比率】　市民病院事業が黒字に転じたことにより公営企業債等の繰入見込額が、また、
長期勤続職員が減少したことにより退職手当見込額が、それぞれ減少したことにより将来負担比率
は、前年度に比べわずかながら改善した。今後も、健全財政を堅持するため、平成22年度までを目
標とした第3次行政改革等に即した取り組みを進める。

【実質公債費比率】　土地開発公社の経営健全化計画の進捗により、用地の買戻し などの債務負
担行為額が減少したことにより、毎年度改善されている。公債費の償還額は、今後若干の増加傾向
にあるため、単年度の比率は若干上昇するものの、3か年度平均値については債務負担行為額の
減少の影響により改善されると見込まれる。

【人口千人当たり職員数】　平成13年度から平成17年度までの5年度間で、保健所の設置に向けた
増員を行いながらも、市民サービスを低下させることなく、93人の定員削減を行った結果、類似団体
平均を下回っている。今後は消防等の市民の安全・安心を守る業務において増員要員はあるもの
の、第3次行政改革の取組みにおいて、平成18年度当初の定員と平成23年度当初の定員を比較し
て、160人の削減を目標数値にして定員削減に取り組む。

【ラスパイレス指数】　職員構成の変動（▲0.3ポイント）、給与構造の見直しに伴う相違（▲0.5ポイン
ト）により、0.8ポイント下がった。指数を適正化の1つの指標と捉え、職務・職責と勤務実績に応じた
給与制度への転換を更に進めるとともに諸手当の適正化にも取り組む。
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